
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
政府と東電は、福島第一原発の事故で発生した

大量の汚染水を、多核種除去設備（ＡＬＰＳ）で

処理した後、全量を海に放出するとの計画を、8

月中にも強行しようとしています。 

 放出される処理汚染水中には、トリチウムが約

860兆ベクレル（2020年時点）、その他セシウムや

ストロンチウム、ヨウ素 129、プルトニウム、カ

ドミウム等の多くの放射能が含まれています。 

 その危険性をごまかすため、大量の海水で薄め

て放出する計画です。毎日小学校のプール 110杯

相当分を約 30年間流し続けることになります。し

かし、薄めても、大量の放射能を放出することに

変わりはありません。ところが、東電は放射能の

被ばく影響を 1年分の放出量で評価しているだけ

で、年々の蓄積を事実上考慮していません。藻場

や海底土と海水との間の放射性核種のやり取りと

海水へのフィードバックによる海水中放射能濃度

の増加を無視しているのです。 

 

 
  
政府は、海洋放出は「国際的な安全基準に合致

する」「人と環境に与える放射線の影響は無視でき

る」とするＩＡＥＡ（国際原子力機関）による包

括報告書（7 月 5 日公表）をもって、海洋放出を

正当化しようとしています。しかし、ＩＡＥＡは

海洋放出の影響を評価する機関ではありません。

報告書は、海洋放出を「推奨するものでも支持す

るものでもない」と記しています。ＩＡＥＡの包

括報告書は、陸上保管を含め、海洋放出以外の方

法について何ら検討していません。 

 

  
政府と東電は、2015年に「関係者の理解なくして

いかなる処分もしない」と約束しました。漁業者は

一貫して反対を表明しています。政府と東電は、8

年間、漁業者らの反対を一顧だにせず、ひたすら放

出準備を進めてきました。全漁連は７月 14日に、福

島県漁連も 7月 12日に、西村経産相に対し改めて反

対の立場を表明しました。 

 また、福島、宮城、岩手の 3県の生協連合会や宮

城県漁連などが取り組んだ、放出に反対する署名は

25万人分を超えています。漁業者や住民の理解は得

られていません。政府、東電は約束に従って海洋放

出は断念すべきです。 

 

  
 韓国、台湾等の市民が海洋放出に抗議している

ほか、日本の水産物や食品の最大の輸入国である

中国、香港、そして、かつて核実験の被害を受け

たフィジー、マーシャル諸島など南太平洋島嶼国

などでも、海洋放出への批判が強まっています。

これらの諸国の理解もなく、一方的に海洋放出を

強行しようとするのは傲慢すぎます。 

 

 

美浜の会（美浜・大飯・高浜原発に反対する大阪の会） http://www.jca.apc.org/mihama/  mihama@jca.apc.org 
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